
別記様式第１号（法第16条第１項関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　


　地方農政局長等　殿

都道府県知事
市町村長

基本計画の同意協議について


環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第16条第１項の規定に基づき、別紙の計画について同意を得たいので協議します。


（備考）
　１　基本計画を作成する都道府県知事及び全ての市町村長の氏名を記載すること。
いずれかの団体が代表して協議を行う場合は、当該団体の長の氏名を記載すること。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式第２号（法第16条第３項関係）

公　　告

環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第16条第２項第３号の規定により、基本計画に特定区域を定めるため、同条第３項の規定により公告し、公衆の縦覧に供する。
なお、同条第４項の規定に基づき、利害関係人は、当該縦覧期間満了の日までに、当該事項について都道府県に意見書を提出することができる。

　　年　　月　　日

都道府県
市町村

記

１　定めようとする特定区域の区域


２　当該特定区域において実施する事業活動の内容


３　縦覧期間・場所及び方法


４　意見書の提出方法・提出先



（備考）
　「市町村」には、基本計画で定める特定区域をその区域に含む全ての市町村を記載すること。


別記様式第３号（法第17条第１項関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　


　地方農政局長等　殿

都道府県知事
市町村長

同意基本計画の変更協議について


　　年　月　日付け第　号で同意を得た基本計画について、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第17条第１項の規定に基づき、下記の変更の同意を得たいので協議します。

記

１　変更の内容

	変更後
	変更前

	
	



２　変更の理由




（備考）
　１　基本計画を作成する都道府県知事及び全ての市町村長の氏名を記載すること。
いずれかの団体が代表して協議を行う場合は、当該団体の長の氏名を記載すること。
　２　変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載すること。
３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
４　変更後の基本計画を添付すること。


別記様式第４号（法第17条第３項関係）

公　　告

環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第17条第１項の規定により、基本計画の特定区域に関する事項を変更するため、同条第３項において準用する同法第16条第３項の規定により公告し、公衆の縦覧に供する。
なお、同法第16条第４項の規定に基づき、利害関係人は、当該縦覧期間満了の日までに、当該事項について都道府県に意見書を提出することができる。

　　年　　月　　日

都道府県
市町村

記

１　変更後の基本計画における特定区域の区域


２　当該特定区域において実施する事業活動の変更後の内容


３　縦覧期間・場所及び方法


４　意見書の提出方法・提出先



（備考）
「市町村」には、基本計画で定める特定区域をその区域に含む全ての市町村を記載すること。





別記様式第５号（法第17条第２項関係）
番　　　　　号　
年　　月　　日　


　地方農政局長等　殿

都道府県知事
市町村長


同意基本計画の軽微な変更の届出書

　　年　月　日付け第　号で同意を得た基本計画の変更について、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第17条第２項の規定により届け出ます。

記

１　軽微な変更の内容
	変更後
	変更前

	

	




２　変更の理由




（備考）
　１　基本計画を作成する都道府県知事及び全ての市町村長の氏名を記載すること。
いずれかの団体が代表して協議を行う場合は、当該団体の長の氏名を記載すること。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



別記様式第６号（法第18条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日


　地方農政局長等　殿

都道府県知事
市町村長


　年度における基本計画の実施状況の報告

　　年度における環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律第16条第１項の同意を得た基本計画の実施状況について、下記のとおり報告します。

記

１　　年度中に生じた動向について
（１）　年度における計画認定者数及び失効の数
	計画認定者数
	認定の失効数

	人

	人（　　　人）
※（）内は取消しの内数



（２）業種ごとの計画認定者数及び失効の数
	業種
	認定数
	失効数

	耕種農業
	人
	件

	畜産業
	人
	件

	林業
	人
	件

	漁業
	人
	件



（３）事業活動の類型ごとの計画認定件数及び失効の件数
※目標面積は概算でヘクタール単位で記載すること。
　①耕種農家
	事業活動の類型
	認定数
	現状値
(計画策定時)
	目標面積
(計画策定時)
	認定の失効数
※(  )内は取消しの数

	環境負荷低減事業活動実施計画

	a.有機質資材の施用による土づくり及び化学肥料・化学農薬の使用減少
	
件
	
ha
	
ha
	
件（　　件）

	上記のうち有機農業
	件
	ha
	ha
	

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	ha
	ha
	件（　　件）

	c～hの合計
	件
	ha
	ha
	件（　　件）

	c.土壌を使用しない栽培技術による化学肥料・化学農薬の使用減少
	件
	
	
	

	d.家畜のふん尿に含まれる窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	
	

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	
	

	f.バイオ炭等の農地施用
	件
	
	
	

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	
	
	

	h.化学肥料・化学農薬の減少の取組と組み合わせた生物多様性の保全
	件
	
	
	

	特定環境負荷低減事業活動

	A.有機農業
	件
	ha
	ha
	件（　　件）

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件
	ha
	
ha
	
件（　　件）

	C.先端的な技術の活用
	件
	ha
	ha
	件（　　件）



2 畜産農家
	事業活動の類型
	認定数
	現状値
(計画策定時)
	目標面積
(計画策定時)
	認定の失効数
※(  )内は取消しの数

	環境負荷低減事業活動実施計画

	a.有機質資材の施用による土づくり及び化学肥料・化学農薬の使用減少
	
件
	
ha
	
ha
	
件（　　件）

	上記のうち有機農業
	件
	ha
	ha
	

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	
	
	件（　　件）

	c～hの合計
	件
	
	
	件（　　件）

	c.土壌を使用しない栽培技術による化学肥料・化学農薬の使用減少
	件
	
	
	

	d.家畜のふん尿に含まれる窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	
	

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	
	

	f.バイオ炭等の農地施用
	件
	
	
	

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	
	
	

	h.化学肥料・化学農薬の減少の取組と組み合わせた生物多様性の保全
	件
	
	
	

	特定環境負荷低減事業活動

	A.有機農業
	件
	ha
	ha
	件（　　件）

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件
	
	

	
件（　　件）

	C.先端的な技術の活用
	件
	
	
	件（　　件）



3 林業者
	事業活動の類型
	認定数
	認定の失効数
※(  )内は取消しの数

	環境負荷低減事業活動実施計画

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	件（　　件）

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	件（　　件）

	特定環境負荷低減事業活動

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	
件
	
件（　　件）

	C.先端的な技術の活用
	件
	件（　　件）



4 漁業者
	事業活動の類型
	認定数
	認定の失効数
※(  )内は取消しの数

	環境負荷低減事業活動実施計画

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	件（　　件）

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	件（　　件）

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	件（　　件）

	特定環境負荷低減事業活動

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件
	
件（　　件）

	C.先端的な技術の活用
	件
	件（　　件）





（４）　年度における実施計画の認定に係る特例の活用件数
「許可等」の欄に掲げる各種手続に係る特例が記載された実施計画の認定数を記載すること。なお、一の実施計画において複数の許可等が記載されている場合には、それぞれ計上すること。
	許可等
	活用件数

	農地法第４条第１項の許可
農地法第５条第１項の許可
酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第９条の届出
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条の承認
	件
件
件
件



（５）　年度における税制特例の活用予定件数
	件
	うち個人　　　　　　件
	うち法人　　　　　　件


　　※報告徴収に係る年度に認定した実施計画について、実施計画上の機械等を導入する年度にかかわらず、特例を活用する件数について記載すること。

（６）　年度における金融に係る特例の活用件数
	資金の種類
	活用件数・融資額
※（）内は関連措置実施者による
活用件数・融資額

	農業改良資金

	件
円

	林業・木材産業改善資金

	件（　　　件）
円（　　　円）

	沿岸漁業改善資金

	件（　　　件）
円（　　　円）

	畜産経営環境調和推進資金

	件（　　　件）
　　　　　　　　　円（　　　円）

	食品等持続的供給促進資金
	（　　　件）
（　　　円）


　　※報告徴収に係る年度に認定した実施計画について、実施計画上の機械等を導入する年度にかかわらず、特例を活用する件数について記載すること。

（７）　年度における有機農業栽培管理協定の認可及び失効の数
	認可数

※（）内は関係する
農用地所有者等の人数
	認可された協定に係る面積（ha）
	認可の失効数

※（）内はそのうち
取消しの数
	失効した協定に係る面積（ha）
※（）内はそのうち
取消しの数

	（　）
	
	（　）
	（　）


　※面積は概算でヘクタール単位で記載すること。



２　　年度末現在の状況について
（１）計画認定者数　（　　　　　　　　　人）

（２）業種ごとの有効な計画認定者数
	業種
	認定数

	耕種農業
	人

	畜産業
	人

	林業
	人

	漁業
	人



（３）事業活動の類型ごとの有効な計画認定件数
　※面積は概算でヘクタール単位で記載すること。
1 耕種農家
	事業活動の類型
	認定数
	現状値
(計画策定時)
	目標面積
(計画策定時)

	環境負荷低減事業活動計画

	a.有機質資材の施用による土づくり及び化学肥料・化学農薬の使用減少
	
件
	
ha
	
ha

	上記のうち有機農業
	件
	ha
	ha

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	ha
	ha

	c～hの合計
	件
	ha
	ha

	c.土壌を使用しない栽培技術による化学肥料・化学農薬の使用減少
	件
	
	

	d.家畜のふん尿に含まれる窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	

	f.バイオ炭等の農地施用
	件
	
	

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	
	

	h.化学肥料・化学農薬の減少の取組と組み合わせた生物多様性の保全
	件
	
	

	特定環境負荷低減事業活動

	A.有機農業
	件
	ha
	ha

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件
	ha
	
ha

	C.先端的な技術の活用
	件
	ha
	ha





2 畜産農家
	事業活動の類型
	認定数
	現状値
(計画策定時)
	目標面積
(計画策定時)

	環境負荷低減事業活動計画

	a.有機質資材の施用による土づくり及び化学肥料・化学農薬の使用減少
	
件
	
ha
	
ha

	上記のうち有機農業
	件
	ha
	ha

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件
	
	

	c～hの合計
	件
	
	

	c.土壌を使用しない栽培技術による化学肥料・化学農薬の使用減少
	件
	
	

	d.家畜のふん尿に含まれる窒素・りん等の流出抑制の取組
	件
	
	

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	
件
	
	

	f.バイオ炭等の農地施用
	件
	
	

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件
	
	

	h.化学肥料・化学農薬の減少の取組と組み合わせた生物多様性の保全
	件
	
	

	特定環境負荷低減事業活動

	A.有機農業
	件
	ha
	ha

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件
	
	


	C.先端的な技術の活用
	件
	
	



3 林業者
	事業活動の類型
	認定数

	環境負荷低減事業活動

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	
件

	特定環境負荷低減事業活動
	

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	
件

	C.先端的な技術の活用
	件





4 漁業者
	事業活動の類型
	認定数

	環境負荷低減事業活動

	b.温室効果ガスの排出の量の削減
	件

	e.餌料の投与等により流出する窒素・りん等の流出抑制の取組
	件

	g.プラスチックの排出若しくは流出の抑制
	件

	特定環境負荷低減事業活動
	

	B.地域資源の活用による温室効果ガスの排出量の削減
	件

	C.先端的な技術の活用
	件



（４）有効な有機農業栽培管理協定の数及び面積
	認可数
※（）内は関係する農用地所有者等の人数
	認可された協定に係る面積

	　　　　　　　（　）
	ha


　※面積は概算でヘクタール単位で記載すること。

（備考）
　　１　同意基本計画ごとに作成すること。
　　２　翌年度の７月31日までに地方農政局長等に提出すること。
　　３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

